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有料老人ホームは、平成 12年の介護保険制度の導入以降、民間企業の参入が活発化した

ことに伴い、27年の施設数は 10,627施設（平成 12年の 30.4倍）、定員は 42万 2,612 人（12

年の 11.5倍）と年々増加しており、単身又は夫婦のみの高齢者世帯が増加する中で、高齢

者向け住まいの一つとして重要な役割を担っている。 

有料老人ホームについては、老人福祉法（昭和 38年法律第 133号）に基づき、都道府県、

指定都市又は中核市（以下「都道府県等」という。）への設置時の届出が義務付けられてお

り、都道府県等が立入検査等の指導監督を実施することとされている。また、都道府県等

は、厚生労働省が示している「有料老人ホーム設置運営標準指導指針」（平成 14 年 7 月 18

日付け老発第 0718003 号厚生労働省老健局長通知）を参考に指導指針を策定し、これに基

づき有料老人ホームに対する指導を実施している。 

しかし、未届のまま施設を設置・運営しているものがあり、その数は厚生労働省が把握

しているものだけでも全国で 1,650 施設（平成 28 年 1 月 31 日時点）に上っており、実際

には、それ以上存在しているとの指摘もされている。 

また、サービスの提供や入居一時金等の返還等に関する苦情・相談が都道府県等に寄せ

られているほか、入居者の安全対策の不備が原因とみられる火災や食中毒、入居者に対す

る恒常的な身体拘束等の入居者の安心・安全を脅かす事案も発生している。特に、未届の

有料老人ホームについては、行政による指導監督が及びにくく、入居者に対する不適切な

処遇や虐待等が行われた場合の発見が遅れる可能性も懸念されている。 

この行政評価・監視は、以上のような状況を踏まえ、入居者の保護及び都道府県等によ

る指導監督の適切な実施を図る観点から、未届施設を含む有料老人ホームの運営の実態を

明らかにするとともに、有料老人ホームにおける管理・運営状況、都道府県等による有料

老人ホームに対する指導監督の実施状況等を調査し、関係行政の改善に資するために実施

したものである。 
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